









































































































































































































































































































































































































































































































































25.7 （配布 998に対して回答 257）。全体では配布
2057に対して回答489の23.6となっている。意見
内容で分類すると、「賛成」 166（地教委 1、校長
会： 5、教組： 85、PTA:75）、「要望」 177（地教
委 2、校長会 2、耕担： 78、PTA:95）、「修正」





































































































































































































































































































































































10月26日、 11月8日、11月 18日、 12月8日に開
催されている。最後まで、勤務評定についての各立場
から研究が重ねられ、問題点が共有されるなどされた。
20また、この号には、勤務評定の実施以降の教育会議
の展開について、地教委、学校、 PTAに対して配布し
たアンケートの集計結果が掲載されている。ここでの
データについても、各立場からの教育会議に関する捉
え方が推測できる貴重な素材である。
21地区別集会の様子は、機関紙 No.9(1959年 3月
20日発行）で報告されている。
22恵那教育会議幹事会「恵那教育会議確立のため め
あて・とりきめ（案）によせて」機関紙No.10(1959 
年7月20日発行）、 1頁。
23ここではほとんど触れられなかったが、「地教委J
からの意見は提出者の性格に由来する部分が大きいと
思われるが、条文の体裁についての意見が出ていた。
24機関紙No.10、1頁。
25向上、 18頁。
26向上、 1頁。また、 18頁には、「『めあて』『とりき
め』に基く、恵那教育会議の新発足は、第三回恵那教
育会議総会の討論をまってその後に行うことになりま
した」と書かれている。
27機関紙「恵那教育会議」「別冊」（1959年 12月 1
日発行）、 4頁。
28同上。
29恵那地域において、 1950年代後半まで共同関係、が
維持されていたことは、非常にまれな例である。 1950
年代において、教職員組合と教育行政との共催が維持
されなくなっていった東京都の経過については、荒蛇文
昭陪儒閣議人事と教育射台甜鞍長人茅封勅てきた劫吋
伏月書;g_笈m弔、情128］＇事ご若手Lれ
